
緊急事態宣言 延長決定 

○ 政府は５月４日（月）、新型コロナウイルスの感染拡大を受けた全都道府県

への緊急事態宣言を５月３１日（日）まで延長することを決定した。外出自

粛の長期化による影響に配慮し、感染拡大が深刻でない地域で行動制限を一

部緩和するなど、社会経済活動を徐々に再開する方針も新たに提示した。 

○ 当初の宣言の期限は５月６日（水）までで、新たな延長幅は２５日間とな

る。首相官邸で開かれた政府対策本部で、「これからは緊急事態の収束のため

の１か月であり、次なるステップに向けた準備期間だ」と強調した。また、

首相は、感染拡大を防ぐため専門家会議が提言した「新しい生活様式」は、

今後の国民生活の指標になると訴えた。 

○ 首相は、５月１４日（木）をめどに専門家会議を開いて、地域ごとの感染

者数や医療提供体制などを分析してもらい、可能であれば一部の地域で期限

前に緊急事態を解除する考えを示した。 

○ 政府は、５月４日（月）「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」

を改定し公表した。重点的な対策が必要な「特定警戒都道府県」は、現行の

１３都道府県を維持し、これまでどおり人と人の接触８割減を求める一方、

それ以外の感染が抑制されている３４県では、外出自粛や施設使用制限の一

部を緩和。社会経済活動を部分的に容認した。公園や図書館などは全国で再

開を可能とした。 

 

〈新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針 5月 4日 変更〉 

○ 特定警戒都道府県以外の３４県では、「三密」（密閉・密集・密接）を避け、

る「新しい生活様式」を身に着けるよう求めた上で、県内の外出や小規模イ

ベントの開催を認める。イベントの制限緩和は、参加者が最大５０人程度の

想定とし、歌唱を伴わない演奏会や茶会、近距離での会話のない野外イベン

トなどを挙げた。  

 

○ 特定警戒都道府県を含む全国を対象とした基本的対処方針では、接客を伴

う飲食店は引き続き営業自粛を求める。「自粛疲れ」に対応するため、感染防

止策の徹底を前提とし公園や博物館、美術館、図書館などの利用をできるよ

うにする。地域の感染状況に応じた段階的な学校教育再開への環境づくりを

促した。特定警戒都道府県では出勤者の７割削減の目標を維持することを求

めた。 



▼基本的対処方針の概要（5月 4日改定） 

 

▼政府の専門家会議がまとめた「新しい生活様式」(5月 4日提言） 

 

 １３の特定警戒都道府県 

（北海道・茨城・千葉・埼玉・東京・

神奈川・愛知・石川・岐阜・京都・

兵庫・大阪・福岡） 

その他の県 

外出自粛 
人との接触機会最低 7 割、極

力 8 割削減の目標維持 

県堺またぐ移動や接待伴う飲食店を

除き、自粛要請せず 

イベント 引き続き自粛要請 
感染防止策を条件に小規模なものは

容認 

休業要請 

感染拡大につながる施設は使

用制限を要請。博物館や図書

館、公園などは開放可能 

各県が地域の実情に応じて判断 

出勤 出勤者７割削減の目標維持 
７割削減を求めないが、テレワーク

などは推進 

学校 
地域の感染状況に応じ、段階的に学校教育活動を再開する環境をつ

くる 

【一人一人の基本的感染対策】 

▽感染防止の 3つの基本 

身体的距離の確保・マスクの着用・手洗いなど 

▽移動に関する感染対策 

 感染流行地域からの移動、感染流行地域への移動

は控えるなど 

【日常生活を営む上での基本的生活様式】 

▽買い物は 1人または数人で・電子決済の利用 

▽公共交通機関の利用 

▽混んでいる時間は避けて・徒歩や自転車の利用な

ど 

【日常生活の各場面別の生活様式】 

▽公園はすいた時間・場所を選ぶ 

▽食事は、持ち帰りや出前、デリバリｰの利用など 

【働き方の新しいスタイル】 

▽テレワークやローテーション勤務 

▽時差通勤でゆったりとなど 

  



 


